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Press Release  
 

静岡労働局 発表 

令和５年 12月 25日 

 

 

 

 

労働基準監督署における定期監督等の実施結果 

及び労働者からの申告状況（令和４年）を公表します 
 

静岡労働局（局長 笹
ささ

正光
まさみつ

）では、令和４年に管内の７労働基準監督署が実施した

定期監督等の結果及び労働者からの申告状況を取りまとめました。 

 

【定期監督等の実施結果のポイント】 

１  定期監督等を 3,367事業場に対して実施し、このうち、2,435事業場（全体

の 72.3％）で労働基準関係法令違反がありました。 

２  主な違反内容は多い順に、「機械・設備等の危険防止措置に関する安全基準に関

する違反があったもの」が 678 件（構成比 20.1％）、「違法な時間外労働があった

もの」が 597件（構成比 17.7％）、「割増賃金の支払いに関する違反があったもの」

が 572件（構成比 17.0％）、「健康診断の実施に関する違反があったもの」が 418件

（構成比 12.4％）等でした。 

 

 

【申告状況のポイント】 

１  申告受理件数は、414件（前年比 －45件、－9.8％）で、平成 29年以降、 

６年連続で減少しました。 

２  主な申告内容は、「賃金不払」が 331件（前年比 －45件、－12.0％）、「解雇」

が 45件（前年比 －12件、－21.1％）でした。 

  

【照会先】 

静岡労働局 労働基準部 監督課 

監 督 課 長  松本 政浩 

主任監察監督官  内藤 匡樹 

電話 054(254)6352 
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１ 監督指導実施状況（別添 表１参照） 

(1) 実施事業場数・・・・・・・・・3,367事業場 

           <業種別> ①建設業    1,063事業場 

                ②製造業     887事業場 

                ③商 業     631事業場 

(2) うち違反事業場数・・・・・・・2,435事業場（違反率 72.3％） 

           <業種別> ①建設業     579事業場（違反率 54.5％） 

②製造業     742事業場（違反率 83.7％） 

③商 業     476事業場（違反率 75.4％） 

(3) 主要項目別違反数 

           <項目別> ①安全基準     678件（構成比 20.1％） 

②労働時間     597件（構成比 17.7％） 

③割増賃金     572件（構成比 17.0％） 

④健康診断     418件（構成比 12.4％） 

【解説】 

令和４年において、3,367事業場に対して定期監督等（※１）を実施し、72.3％の事

業場で労働基準関係法令の違反が認められました。 

※１ 「定期監督等」とは、労働基準法や労働安全衛生法等に基づき定期的に又は労働災害発生

等を契機として、労働基準監督官が事業場に立入調査等を行い、問題が認められた場合には

その改善を勧告、指導、行政処分を行うものです。 

 

また、全業種の主な違反内容については、【定期監督等の実施結果のポイント】に記

載したとおりですが、これらの違反例は以下のとおりです。 

〈安全基準〉 

 機械の歯車や動力伝達ベルトに、巻き込まれないためのカバー等を設置していないもの。 

 足場に、墜落防止の手すりを設置していないもの。 

〈労働時間〉 

 36協定を締結せず、または労働基準監督署に届出を行わずに、時間外労働を行わせているもの。 

 36協定で定める上限を超えて時間外労働させているもの。 

〈割増賃金〉 

 時間外、休日、深夜労働時間を適正に把握しないで不払が生じているもの。 

 法定で定める手当を割増賃金の基礎となる額に算入しておらず、不足が生じているもの。 

静岡労働局では、引き続き、各種情報から違法な長時間労働や賃金不払残業などの労

働基準関係法令違反が疑われる事業場、労働災害の増加傾向がある業種の事業場や労働

災害の懸念がある事業場に対して適正に監督指導を実施し、法違反の是正を指導するほ

か、重大悪質な事案については書類送検を行うなど厳正に対処していきます。 
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２ 労働者からの申告状況（別添 グラフ１、２、３参照） 

申告受理件数・・・・・・・・・414件（前年比 －45件、－9.8％） 

(1) 事項別内訳（事案により重複） 

賃金不払 331件（前年比 －45件、－12.0％） 

解  雇  45件（前年比 －12件、－21.1％） 

そ の 他 122件（前年比 － 9件、－ 6.9％） 

(2) 主な業種別内訳（カッコ内は全体に占める割合） 

接客娯楽業 68件（16.4％） 

保健衛生業 65件（15.7％） 

商   業 61件（14.7％） 

【解説】 

令和４年の申告（※２）受理件数は 414件となり、前年と比べて 45件減少（前年比

9.8％減）しました。申告の内容別では、賃金不払が 331件（前年比 12.0％減）、解雇が

45件（前年比 21.1％減）、その他が 122件（前年比 6.9％減）となっています。 

申告事項の「その他」には、労働時間に関するものや労働条件通知書の交付、労働安

全衛生法に関するものが含まれます。 

なお、外国人労働者による申告は、32件（受理した申告全体に占める割合は 7.7％）

で、うち技能実習生・特定技能にかかるものは 4件（受理した申告全体に占める割合は

1.0％）でした。 

※２ 申告とは、労働者が事業場の労働基準関係法令違反について行政指導を求めるものです。 

この申告を端緒として、労働基準監督署では労働基準監督官が事業場に立ち入り又は使用者

の出頭を求めて違反事実の有無を確認し、違反が認められた場合には是正勧告をするなどの指

導を行います。 

主な業種別の申告受理状況は多い順に、  

接客娯楽業 ： 68件（前年比 11.5％増） 

保健衛生業 ： 65件（前年比 10.2％増） 

商   業 ： 61件（前年比 15.3％減） 

製 造 業 ： 51件（前年比 21.4％増） 

建 設 業 ： 51件（前年比 13.6％減） 

運輸交通業 ： 42件（前年比 22.2％減） 

派 遣 業 ： 29件（前年比 25.6％減） 

となっており、派遣業は前年に続き著しく減少した一方、保健衛生業では前年に続き増

加しました。 
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申告が受理されますと、労働基準監督署の労働基準監督官が、申告内容の事実の確

認を行い、労働基準法等の違反がある場合には、当該事業主に対して是正を指導しま

す。賃金不払や解雇は、働く方の生活に重大な影響を与える問題であるため、申告を受

理した際には優先的に処理し、早期の解決を図っていきます。 

 

【参考】業種に関する説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


